
 

 

口大野区振興対策事業補助金交付規則 

 

口大野区 

 

(目的) 

第１条 区長は、区の健全な発展並びに振興を図ること及び区民で組織する団体（以下

「区民団体等」という。）の健全な育成を図るため、区民団体等が行う地区振興対策

事業（営利目的事業を除く）に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を

交付するものとする。 

 

(補助対象事業及び補助対象経費等) 

第２条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる事業と

し、その補助対象経費及び補助金の額は、別表に定める。 

(1) 公民館活動事業 

(2) 地域づくり事業 

(3) 特認事業 

2 補助金の額は千円止めとし千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨て

るものとする。  

 

(交付申請）  

第３条 補助事業を実施しようとする区民団体等の代表者（以下「申請者」という。）

は、次の各号に掲げる補助事業の区分に応じた様式により、毎年度４月末及び 9 月

末までに区長に対し、関係書類を添えて補助金交付申請を行うものとする。  

  (1) 公民館活動事業  様式第１号 

  (2) 地域づくり事業  様式第２号  

  (3) 特認事業     様式第３号  

２ 補助金は区費を利用することから、申請者は区民で団体構成員の６割以上が区民

でなければならない。 

 

(交付決定及び通知）  

第４条 区長は、前条の申請書を受理したときは、当該事業の内容を町内会長会議にお

いて審査し、補助金の交付又は不交付を決定する。 

２ 区長は前項における交付又は不交付を決定した場合は、申請月の翌月末までに申

請者に対し補助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）にて通知する。 

３ 区長は、事業内容の詳細を把握する必要が生じた場合は、申請者に聞き取りを行

うことができる。なお申請者は聞き取りに応じなければならない。 

４ 前項において虚偽申請が確認された場合、区長は補助金交付決定を認めない。 

 

 (事業計画の変更)  

第５条 申請者が事業内容を変更または中止しようとするときは、あらかじめ補助金

に係る変更（中止）承認申請書（様式第５号）を区長に提出し、その承認を受けな

ければならない。  

２ 区長は、町内会長会議において前項における変更申請を承認した場合は、申請者

に対し補助金変更承認決定通知書（様式第６号）にて通知する。 

 



 

 

 (実績報告)  

第６条 申請者は事業が完了したときは、速やかに関係書類をそえて補助金に係る実

績報告書（様式第７号）を区長に提出しなければならない。 

２ 区長は前項の実績報告書に基づき事業内容を審査し、申請者に対し補助金交付確 

定書（様式第８号）にて通知する。 

３ 申請者の事業実施期間が年度末までに及ぶ場合であっても、当該年度の３月２７

日までに実績報告を提出しなければならない。 

 

（補助金の請求） 

第７条 補助金交付確定通知を受けた申請者は区長に対し、補助金請求書（様式第９

号）にて補助金請求を行うものとする。 

２ 申請者は前条の規定にかかわらず、補助事業の目的を達成するため特に必要があ

ると認めるときは、補助金交付決定額の一部について８割を限度とし概算交付請求

することができる。 

３ 前項の規定により概算交付請求を受けようとする場合、補助金概算交付申請書兼

請求書（様式第１０号）に事業資金計画表を添えて区長に提出しなければならない。 

 

（補助金検査及び補助金返還請求） 

第８条 区長は、補助金等に係る予算執行の適正を期するため、必要があると認めたと

きは申請者に対して、町内会長及び区事務員に調査並びに質問等の検査をさせるこ

とができる。 

２ 区長は、町内会長及び事務員の検査により不明確な点が認められる報告を受けた

場合は、監査員による検査を実施した上で補助金取り消しを行い、既に補助金交付

を行った申請者に対し補助金返還請求を行うものとする。 

３ 前項における補助金返還請求を受けた申請者は、補助金交付年度の出納閉鎖まで

に区長に補助金を返還しなければならい。原則として補助金返還に係る加算金及び

遅延金の請求は行わない。 

 

（補助事業交付団体及び事業内容の公開） 

第９条 区長は当該年度における申請者名と団体の名称、事業内容、補助金額につい

て区のホームページや回覧板等にて公開するものとする。 

 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、区長が別に定める。 

 

（附 則） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 平成１７年５月３１日町内会長会議において決定した、ゴミ籠の設置・維持管

理の補助に関する取決めは、この規則により廃止する。 

 ３ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（附 則） 

（施行期日） 

 １ この規則は、令和７年３月２５日に一部改正し令和７年４月１日から施行する。 

 

  



 

 

別表（第２条関係） 

口大野区 

補助対象事業名 補助金対象経費 補助金の額 

（１）公民館事業             

  (ア)公民館活動事業 口大野地区公民館が年間事業計画及び予算

に基づき実施する公民館活動事業経費等

（講師報酬、旅費、費用弁償、消耗品費、

印刷製本費、通信運搬費、使用料、賃借

料、光熱水費、原材料費および備品購入費

とし、備品購入費に当たっては、事業費の

2分の 1以内を限度額とする。）ただし公

民館委員の飲食費は補助対象外とする。 

補助対象経費の 3分

の 2以内の額で補助

限度は 500 千円とす

る。 

     

     

  

(イ)体育大会参加代

表選手助成事業 

大宮町体育大会等に参加するため公民館長

が取りまとめる当区代表選手派遣に対する

慰労経費(一部開催の大会を除く) 

年度内補助限度額

100 千円とする。 

  

(ウ)公民館運営委員

会助成事業 

公民館規約の改廃、年間事業計画・事業報

告、予算・決算等の各種案等を策定するた

めの運営委員会会議経費 

年度内補助限度額 30

千円とする。 

  

(エ)公民館委員会助

成事業 

公民館の年間事業計画・事業報告、予算・

決算案等を確認し、年度活動の周知徹底に

するための公民館会委員会議経費 

年度内補助限度額 60

千円とする。 

 

(オ)多様なまなび・

つながりづくり

事業 

公民館年間事業計画に基づき公民館が主体

で実施する地域住民や地域団体が集い活動

する事業経費。ただし飲食費は補助対象外

とする。 

大宮町新コミ区長協

議会から交付される

交付金額とする。 

（２）地域づくり事業  

区民で組織する地区活動団体等が行う公益

のための防犯防災活動、地域歴史・文化活

動、世代間交流活動、地域福祉活動、地域

リーダー育成活動、PTA 活動事業、青少年

育成事業に要する経費等（報償費、旅費、

費用弁償、消耗品費、印刷製本費、通信運

搬費、使用料、光熱水費、賃借料又は原材

料費又は備品購入費とし、かつ１件当たり

の事業費が 20 千円以上のもの。ただし備

品購入費は、事業費の 2分の 1以内の額と

し、団体内の報酬及び飲食費は補助対象外

とする。) 

 

補助対象経費の 3分

の 2以内の額で補助

限度額は 60 千円と

する。 

ただし他組織からの

補助がある場合は、

事業費から補助金を

引いた残額の 3分の

2を交付する。 

なお年度内補助金の

交付は、１団体１回

のみとする。 

  (ア)地域づくり事業 

     

    

  
(イ)地域環境整備事 

業 

区民で組織する地区活動団体等(隣組長含

む)が行う公益のための環境景観づくり活

動、隣組ゴミ籠設置事業、農業用施設及び

農道水路整備活動に要する経費等（消耗品

費、印刷製本費、通信運搬費、使用料、光

熱水費、賃借料又は原材料費とし、報償及 

び飲食費は補助経費対象外とする。なお１

事業費が 20 千円以上のものに限る。) 

補助対象経費の 3分

の 2以内の額で年度

内補助限度額は 30

千円とする。ただし

隣組長が新規ゴミ籠

を設置する場合は、

事業費総額から他の

補助金を引いた残額

の 2分の 1以内で 30

   

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

    

千円を補助限度額と

する。 

      

(ウ)防災訓練実施事 

  業 

町内会や当区内で活動する自主防災会、社

会福祉活動団体等が合同で実施する区民対

象の防災訓練に要する経費（報償費、費用

弁償、消耗品費、印刷製本費、通信運搬

費、使用料、光熱水費、賃借料又は原材料

費）ただし、実施団体の報酬や費用弁償及

び食費は補助対象外とする。 

補助対象経費の 10

分の 10 以内の額で

年度内の補助限度額

は 50 千円とする。 

  (エ)その他事業 市や府民運動等に係る継続事業に要する経

費で最高５年間分とする。（事業中断年も

当初年からの継続年とする。） 

１事業の補助限度額

は年度内 20 千円と

する。       

（３）特認事業  

区内の振興のため区長が特に必要と認める

事業に要する経費 

 

区長が必要と認める

額で補助限度額は

100 千円とする。      
 

 


